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1―緑区のあらましと区民の特性

１＞　緑区のあらまし

　緑区の前身である神奈川県都筑郡は都田,中里，

新治，田奈，山内の５力村をもって構成され，昭

和14年に横浜市と合併して港北区に編入されてい

る。翌15年には港北区川和出張所が設置され, 22

年には横浜・川和間に初めての市営バスが開通し

た。この地域は，広大な多摩丘陵の一部で，その

後もまったく文化の恩恵から忘れ去られた農村地

帯として残存し，“横浜のチベット”とすら呼ば

れていた。農家の多くは米，麦，野菜を生産して

生計をたてており，人口の流動もきわめて少なか

った。中心部へは国鉄横浜線，県道上麻生線を使

うしかなく，旧大山街道は，国道であるにもかか

わらず，道路の両側に草が繁り，自動車の行き違

いもできないような砂利道で，車は一日に数える

ほどしか通らなかったといわれる。

　ところが，昭和28年東急の城西南地区の開発計

画が発表され，同社が「理想的な計画都市」のマ

スタープランの図面と説明文を横浜市にもちこん

だのは昭和31年。この頃は，首都圏ではスプロー

ル現象がようやく大都市周辺部をむしばみ始めた

頃であった。しかし，この計画で東急が買収しよ

うという恩田・荏田地区や長津田周辺は，地元の

不動産業者でさえ東急の開発構想を信ずることが

できず，投機の対象外に考えていたぐらいであっ

た。一方，横浜線沿線では, 31年に市営バス路線

が中山駅を中心に整備され, 34・35年頃から谷津

田原・十日市場両市営住宅も完成して人口が増え，

地域的な変化をきざし始めた。

　東急のこの地区への最初の進出は，恩田第一・

荏田第一の区画整理事業。 36年に横浜市長の認可

を得て組合が設立され，事業に着手している。 38

年10月，東急では鉄道建設の着工と同時に，この

計画を一般にＰＲするため，大井町線を田園都万
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線，城西南都市計画を多摩田園都市建設計画とい

う新名称に変更した。その後，土地区画整理組合

は続々と誕生して事業が進められた。この傾向は，

41年４月の東急田園都市線の開通によって拍車が

かけられ，多摩田園都市への入居者が急速に増え

始めた。一民間デヴェロッパーによる区画整理事

業と宅地造成工事は着々と進み，丘と緑がけずら

れ，谷を埋めて旧農村地帯はまたたくまに変ぼう

してしまった。

　横浜市役所では，人口の定着につれて学校の拡

充や新設，清掃処理施設の増強や水道拡張工事，

河川改修，区役所や消防署の整備などの公共投資

を余儀なくされ,膨大な経費が必要となってきた。

生活関連施設が不十分なままに，当時横浜でもっ

とも人口増加の激しかった多摩田園都市に入居し

た人々は，表－１にみられるように切実な要求を

市や区に訴えている。これらは住民から直接市長

宛にだされた生活環境の整備を求める手紙である

が，大規模宅地開発に伴なう開発のあと始末が，

役所と住民，つまり自治体に押しつけられてきた

のである。しかしながら，従来の役所の執行態勢

では，このように一地域に集中した莫大な行政需

要には，とうてい市の施策も追いつかないという

のが実情であった。

　そうした背景のもとに，横浜市は44年４月に緑

区開設準備室を設け，同年10月には，市内の他の

人口急増区〈南・戸塚・保土ヶ谷〉とともに，港

北区から分区して新しく緑区を誕生させた。分区

時の緑区人口数は123, 262人，世帯数は32, 362世

帯であった。 47年３月には，中山駅前に総合庁舎

が竣工し，同年４月，緑区役所は川和から新庁舎

に移って業務を開始している。

　区民の年令構成は,45年国勢調査結果によれば，

20代・30代とも22％ずつで，若い世代が主力。し

かもなお，若年層の流入が多く，小・中学生の数

も年を追って増え続け，48年５月には区の人口が
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20万人を越えている。51年２月１日現在で238, 542

人<世帯数は約６万５干〉，市内では戸塚・港北

・鶴見区についで４番目に人口の多い区となって

いるが，この間の人口の伸びでは各区を抜いて第

1位。

　また，緑区分として現在までに完成している区

画整理事業は26ヵ所，面積にして1,454 ha．その

うち田園都市線沿線が20ヵ所で, 1,346haもある。

分区当時49町にすぎなかった緑区も，次々と新し

い町が出来て,51年２月末には72町となっている。

現在，なお11ヵ所, 1,090haもの区画整理事業が

行なわれており，事業の進展に伴なって，新しい

町は今後も増える見込みである。

　緑区はこのように，急激な地域の変ぼうと人口

の流入により，若く，新しい住民で構成された行

政区である。しかも，東京へ直結する田園都市線

と横浜線を利用する人だちとの生活圏や意識の違

い，開発地域における旧住民と新住民との行動様

式や地域への関心度の違いなど，それぞれの住民

の生活構造を含めて，他区には例を見られない特

徴をもった地域となっている。

表―1　多摩田園都市からの市民の声<42～43年度〉

７



注　陳情，請願をのそき，個人名て市長宛に要求を出したもの。〈　〉内

　　は地区を示す。

図―４　若年層主力の年令構成

８

図―１　減少する緑一航空写真からみた山林分布図

図―２　激増する小中学生

図―3　45年以降の区別人口増減数

図―５　緑区誕生以後の人口増加

□゛1,000人(人口は各年とも10月1 a現在で推計)
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２＞　Ａ調査回収状況と区民の特性

　Ａ調査では, 20才以上の緑区民を対象に，層化

二段無作為抽出法で，区内全域から調査地区を50

地点選び, 1地区から15名ずつの計750名を対象

者として，調査員による面接アンケート調査を行

なった。質問項目の柱は，区民の生活実態と日ご

ろの生活意識を知るために, ①定住性と流動性②

生活圏と地域生活の実態③生活感・居住感・社会

観④自治会・町内会活動への対応⑤区・市政への

関心，などを中心とするものであった。調査の実

査期間は, 50年12月６日から９日までの４日間，

調査票の有効回収率は81.3％であった。

　調査対象者の個人的な特性から，大まかな緑区

民全体の性格をみると，先に述べた区の歴史と同

様に，区民の年令構成も若く，分区後の45年以降

に転入してきた新住市民層が６割近くを占め，東

京からの流入人口がきわめて多い。また，職業別

表―2　緑区A調査ブロック別回収率

では大企業に勤めるホワイトカラー層の割合が比

較的多かったが,こうした傾向は,横浜線沿線より

も田園都市線沿線の住民の方に強かった。以下，

必要と思われる緑区民の特性を列挙してみよう。

①年令構成では,30代<33.1%〉と20代〈29.8％〉

の若い世代が主力で，50才以上の高年令層が比較

的少ない。

②いわゆる新住市民の割合が高く, 20才以上の区

民の６割近くは，分区後の45年以降に移り住んだ

人たちである。これは,全市平均の同比率45％く50

年７月都市研調査〉にくらべてきわめて高く，「戦

前から」や「戦後から」住んでいる人はいずれも

5％台で，「今年<50年〉から」住んだ人よりも

少ない。

③緑区民のなかで「浜っ子」の割合は, 20才以上

の人口の22％。横浜を除く東北・関東生まれが全

休の４割強で，うち東京都出身者は17.2％。また，

生まれた時から現住居に住んでいる「土地っ子」

注　抽出方法は50年９月10日現在の選挙人名簿（有権者数152,659名）を使用した層叱二段無作為抽

　　出。その後，居住の有無を住民票で確かめてから調査対象者を決定した。

表－３　未回収標本の内訳

の割合は，同じく20才以上の人

口の8％である。

④前住地では，市・区内移動を

していまの住まいに落ち着いた

人が全体の３分の1。緑区へ来

る前は｢町田市を除く東京都内｣

に住んでいた人が26.1％。とり

わけ，田園都市線沿線住民では

この割合が４割近くになり，東

京からの流入者がきわめて多い

　(P.13,図―7)。

⑤職業構成では，全市平均にく

らべて，専門技術職・経営管理
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図―６　緑区A調査地域区分と要求項目の分布

Ａ調査地点別町名一覧

第１ブロック

②③④⑤美しが丘，⑥元石川町, ⑧⑨荏田町, ⑩⑪市ケ

尾町, ⑫⑭藤が丘，⑬千草台, ⑮梅が丘，⑯桜台，⑰桜

台・恩田町, ⑱⑲青葉台, ⑳榎が台，(21）つつじが丘・し

らとり台，(22)しらとり台。
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(42)鴨居町, (40)(41)竹山, (43)(44)東本郷町，(46)青砥町。

第３ブロック

①すすき野，⑦鉄町・大場町, (23)(24）奈良町,(25)恩田町。

第４ブロック

(45)北八朔町，(47)(48)川和町, (49)池辺町・川向町, (20)東方町

・川向町。

注　○内の数字は，地点番号。
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第２ブロック

(26)(27)(28)(29)長津田町，(30)(31)十日市場町，(32)三保町,(33)台村

町, (34)寺山町，(35)(36)中山町，(37)佐江戸町，(38)池辺町， (39)



表－4　Ａ調査地点別住民要求一覧
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表－5　回収されたＡ調査対象者の内訳

→性　　　別

→年　　　齢

1　20代　29.8％

3　40代　20.8％

5　60～64歳　2.8％

→出　生　地

１　横浜生まれ　22.1％　　2　その他の神奈川県
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4.3％

3　東京都　17.2%　　　　4　北海道　3.3％

5　東北･関東（神奈川県･　６　北陸・甲信越　9.5％
　　　東京都以外）22.0％
7　東海（三重を含む）　　８　近畿　3.6％
　　　　　　　　　3.0％

9　中国・四国　3.3％　　O　九州（沖繩を含む）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　9.0％
　　　　　　　　　　　　　Ｘ　その他　2.1%

１　男　49.7％　　　　　　2　女　50.3％

2　30代　33.1%

4　50代　9.4％

6　65歳以上　4.1％

注　カツコ内の数字は, 50年７月に実施した都市研全市調査結果の比率。

１　自営業（家族従事を含む）　　6.4％〈9.4〉

2　経営管理職　　　　　　　　7.5％〈5.9〉

3　専門技術職　　　　　　　　7.7％〈4.2〉

4　事務職　　　　　　　　　14.6％〈13.8〉

5　生産工程従事，職人，モ　　16.6％<16.3〉

　　の他の労務職
６　販売サービス従事　　　　　4.9％〈5.2〉

7　農林漁業　　　　　　　　　1.6%〈0.4〉

8　その他　　　　　　　　　0.5%〈－〉

9　主婦　　　　　　　　31.3％〈34.5〉

O　無　職　　　　　　　　　6.4％〈5.9〉

Ｘ学生　　　　　　　　2.3％〈1.6〉

Ｙ　ＤＫ・ＮＡ　　　　　　　　0.2％〈2.7〉

→居住年数

１　今年（昭和5O年）から
　　　　　9.2％〈4.2〉

3　40年以降　23.8％
　　　　　　　　〈20.2〉

5　30年以降　3.4％
　　　　　　　　〈5.6〉

7　戦前から　5.2％
　　　　　　　　〈5.6〉

2　45年以降　47.9％

　　　　　　　　　〈40.9〉

4　35年以降　4.1％
　　　　　　　　　〈12. 1〉

6　戦後から　5.6％
　　　　　　　　　<10. 9〉

８　ＤＫ・ＮＡ　0.8％

　　　　　　　　　〈0.5〉

１　持家（一戸建）　43.6％〈56.6〉

2　持家（マソシロソ・分譲団地など）13.4％〈2.4〉

3　借家（一戸建）　7.2％<10.5〉

4　借家（賃貸団地など）　12.5％〈9.6〉

5　社宅・公務員住宅　8.2％〈6.8〉

6　民間アパート　9.2％<11.3〉

7　問借り・下宿・寮　5.3％＜2.5〉

8　その他　0.7％〈0.2〉

9　答えない　―〈0.1〉

　　　　　50年７月　　田園都市線　　横浜線沿線
緑区全体〈全市調査〉　沿線N＝247　N=249

→収　　　入

1　60万円未満　　　　（月平均５万円未満）　0.8％

2　60万～120万円未満　(〃 5万～10万円〃)　3.8％

3　120万～180万円未満(〃1O万～15万円〃）　12.0％

4　180万～240万円未満（〃15万～20万円〃)　14.3％

5　240万～300万円未満　(〃20万～25万円〃)　15.4％

6　300万～360万円未満（〃25万～30万円〃)　12.5％

7　360万～600万円未満　(〃30万～50万円〃）　14.6％

8　600万以上　　　　　（〃50万円以上）　　　4.3％

９　ＤＫ・ＮＡ　　　　　　　　　　　　　　　　22.5％
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　6.1％

10.1％

　9.3％

13.81%

12.2％

　4.5％

　2.4％

　1.2%

35.2％

2.8％

2.4％

　5.2％

　5.6%

　6.8％

　5.3％

21.3％

　6.0％

　1.6％

25.7%

10.0％

　2.4％

→勤め先の企業規模

1　19人以下　22.2％〈26.5〉

2　20～299人20.6%〈20.0〉

3　300人以上48.3％<39.7〉

4　官公庁　　8.9％〈9.5〉

→学　　　歴

１　小・中学校　27. 1％

2　高　校　　　46. 1％

3　大　学　　　26.7％

4　答えない　　0.2％

→役職の有無

１　自治会や町内会の役員　7.4％

2　民生委員，青少年指導員，清掃協力員など　1.0％

3　市や県などの各種モニター　0.3％

４　ＰＴＡの役員（保育所・幼稚園なども含む）3.8％

5　住宅管理組合の役員　0.3％

6　農業関係や区画整理組合の役員　0.7％

7　その他（具体的に）　1.2％

8　なにもしていない　86.6％

９　ＤＫ・ＮＡ　0.2%
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→住居形態

→職　　　業



職・農業従事者の割合がやや高く，勤め先の企業　　2―区民の定住性と流動性

規模では大企業に通う人が半数近くである。この

傾向は，やはり田園都市線沿線の方で著しい。逆

に，横浜線沿線では小零細企業に勤める人やブル

ーカラー層，事務・販売サービス被傭者の割合が

高くなっている。

⑥住居形態では，一戸建持家の割合が全市平均よ

りも約１割ほど少なくなっているが，その分だけ

マンション・分譲団地形式の持家に傾いている。

また，賃貸団地や社宅・寮なども多く，この中高

層団地と社宅・寮住まいが多いことは緑区の大き

な特徴でもある。逆に，民間アパートや一戸建借

家の割合は少な目であった。

⑦なお，対象者の住居地区をみると，一戸建宅造

地が30％,中高層団地27.5％,スプロール地区

31.3％,住商工混在地6.6％で，地域別にみると，

田園都市線沿線では前二者が８割強，横浜線沿線

では後二者が６割近くにもなり，両地域ではきわ

めて対照的な結果となった。

　これらの点をふまえて，以下，緑区民の生活実

態や地域別にみた区民の生活意識など，調査の目

的にあげた問題をさぐってみよう。

資料〉　風俗として調査員のみた，50年12月の緑区女性

のホームウェアの主流は，スラックスと長さがひざまで

の標準型スカート。東京の女性よりも横浜ではスラック

スが多く，緑区ではさらに多くなっているが, 20代・30

代の服装はとりどりで，流行には敏感だ（図―８）。と

くに一戸建持家と団地住民で多様化している。
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１＞　緑区への親しみと定住性

　漠然とした質問ではあるが，いま住んでいる処

や緑区を，「自分のまち」として親しみを感じて

いる方か，それとも「仮りの住まい」という気持

ちの方が強いのか，区民の地域への心理的な結び

つきをきいてみた（表－６）。

　それによると，緑区全体では５～７割の人々が

　「親しみをもてる」あるいは「今後もてそうだ」

と答え, 2割近くが「仮住まい」派。居住年数の

長い人ほど「親しみ」派に傾き，「仮住まい」派

は, 45年以降の比較的短かい人に多い。また，田

園都市線沿線ならびに町田や川崎市の柿生寄りの

地区では，後者の割合がやや高くなっている。住

居形態では，一戸建持家，分譲・賃貸団地の順で

　「親しみ」派が多く，逆に民間アパート，社宅・

公務員住宅では「仮住まい」派が４割を占めて，

定住性が低くなっている（表－９）。

　具体的な移転計画との関連では，いまの住まい

を移ったり，将来よそに家を建てる計画のある人

が４割強，「計画なし」が約６割という結果で，

全市調査の平均にくらべて，緑区では，まだ区民

の流動性も高いといえる（表－７）。なお，「仮

住まい」派の７割が移転計画を考え，逆に「親し

み」派の７割近くが「計画なし」と答えている

　（表―10）。住居形態では，一戸建持家層の８割

強が定住派。逆に借家層の６割，社宅・公務員住

宅と民間アパート層の７割強が移転希望をもち，

３１

図―7　前住地と「土地ッ子」の割合 図―８　緑区女性のホームウェア



今後とも流動性は高い（表－11）。

表－6　あなたは，いま住んでおられる処や緑区を，「自分のまち」として親しみを感じている方ですか。あるいは

　　　今後，そうした気持ちをもてそうですか。それとも，「仮りの住まい」というお気持ちの方が強いですか。

表― 7　お宅では，いまのお住まいを移られたり，将来，よそに家を建てる計画がありますか。

表―8　居住年数別にみた定住性

表－10　定住意識と移転計画

表－9　住居形態別にみた定住性
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２＞　横浜への指向性と生活圏

　では，区民の横浜都心部（横浜駅西口や伊勢佐

木町・港など）への指向性や，生計維持者の勤め

先所在地，また買物や飲食，けいこ事やスポーツ

・観劇など，仕事以外に余暇をすごす場所，つま

り生活圏のひろがりはどうか。

　まず，緑区民が横浜駅西口や伊勢佐木町・港方

面へ出向く回数は，「月に１～２回」・「年にl～

２回」という人が，それぞれ３割前後で上位を占

め，これに「半年に:I～2回」程度が続く。しか

し，一方では緑区へ住んでから「まだ行ったこと

がない」という人も17％いる。大まかな傾向とし

て，横浜線沿線の住民の半数以上は「月に１～２

回」横浜都心部へ出向いているが，田園都市線沿

線の住民では，交通の便からみて東京に出る方が

近いということもあって，この割合が低く，逆に

　「半年」または「年に１～２回」という人が過半

数になる。しかも，東急多摩田園都市住民の４人

に１人は「まだ行ったことがない」という回答で，

横浜都心部への結びつきは弱く，あらためて注目

された（表―12）。

　また，生計維持者の勤め先の所在地をみると，

緑区全体では自宅・区内・市内をあわせた「横浜」

に職場をもつ人と「東京都内」への通勤者とがほ

ぼ同率の４割ずつで，これに「川崎市内」の12％

が続いている。横浜線沿線の住民の半数以上は

　「横浜」に職場があるが，田園都市線沿線住民で

はこの割合が低く，「東京都内」が６割強を占め

ている（表一13）。後者では，横浜線沿線の住民に

くらべて，ショッピング・デパート歩きや外での

飲食など，仕事以外に余暇をすごす場所も「東京

都内」が多く，そうした日頃の生活行動からみて

も，゛準東京都民”としての生活構造が，きわめ

て鮮明に浮きぼりにされた（表－14，15, 16）

表―12　ところで，あなたは，こちらに移られてから，仕事以外のことで，横浜駅西口や伊勢佐木町・港方面へ，で

かけることがありますか。あるとすれば，月平均何回くらいですか。

15

表1 ≪　住居形態別にみた移転計画
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表―13　生計維持者の勤め先所在地（お宅で, おもに家計を支えている方のお勤め先の所在地は，どこですか）

表－14　あなたは, 11月17日（月曜）から12月６日（土曜）の20日間に，仕事以外に，次のようなことをしたことが

ありますか。（ＭＡ）（その場所は,おもにどこでしたか。それぞれあげてみてください。）

表－15　ショッピング・デパート歩きや外での食事

表－16　パチンコ，麻雀，飲み屋，バーヘ行った

16 調査季報49―76. 3
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3―生活感と社会観―区民の階層性にふれ

　　　　　て

表－17　ところで，あなたは，いまの毎日の生活に，満

足している方ですか。それとも不満がある方ですか。

派が少ない。これは，緑区の一つの特徴ではなか

ろうか（表－17）。

１＞　生活感と暮らし向き

　区民は，いまの毎日の生活に満足している方か

どうか。国鉄・私鉄が長期間ストップした公労協

の「スト権スト」明け直後に行なわれた今回の調

査では，その影響が心配されたが，それにもかか

わらず「満足」「まあ満足」をあわせた満足派は

69.2%,「不満」「やや不満」をあわせた不満派

は23.:1％で，満足派が不満派をかなり上回ってい

る。これを50年７月に行なった全市調査の同じ質

問項目の回答結果とくらべてみると，緑区では，

強い満足感を感じている人がきわめて多く，不満

　地域別では，田園都市線沿線の住民の方が横浜

線沿線の住民よりも強い満足派が多く，不満派が

少なくなっている。また，後述する居住感との関

係では,現住地を「住みよい」と感じている人は，

　「住みにくい」と答えた人にくらべて，満足派が

きわめて多く，不満派が少ない。逆に，「住みに

くい」という人では，強い不満派が多く，「どち

らともいえない」と,回答に困る人も増えている。

全市調査の結果からみても，　この居住感と生活の

満足感とは，かなり強い関連性をもっていそうだ

（表―18）。

　つぎに，この１年間（昭和50年）の暮らし向き

を答えてもらうと，緑区全体では約半数が「収支

トントン」，「余裕」派と「赤字」組がそれぞれ２割

前後であった。地域別では，田園都市線沿線の住

表―18　居住感と生活の満足感



民に「余裕」派が多く，その割合は

３割にもなった。逆に「赤字」は，

港北区に接する農業地域の多い第４

ブロックで多かった。なお，とも働

きや単身世帯では比較的「余裕」派

が多く，「赤字」世帯は少ない。逆

に，主婦がパートや内職をしている

世帯では４分の１が「赤字」で，そ

の暮らし向きはいちばん厳しい。ま

た，おもな生計維持者が１人という

世帯でも「赤字」が２割を越えてい

た（表－20）。

　先の生活の満足感との関連ではど

うか（表一21）。「余裕がある」世

帯の満足派は76.3％,不満派が14.8

％で，「赤字」世帯の同比率59.8％,

28.2％にくらべると，はるかに「余

裕」派の満足感が強く，不満感は少

ない。「収支トントン」組では，ほ

ぼ両者の中間の割合で納まり，暮ら

し向きにゆとりがあれば日々の生活

の満足感も高まるという傾向が認め

られる。これは当然の結果であるか

も知れないが，もう少し詳しくその

中味をさぐってみよう。

　まず，勤め先の企業規模と暮らし

向きとの関連をみると，官公庁は別

にして，企業規模が大きくなるほど

　「余裕」派が増え, 300人以上の企

業に勤める人では，その割合が26％

と全体の平均を上回る。逆に，「赤

字」世帯は19人以下が28.8%で，い

ちばん多い。その中間の20～299人

までの企業に勤める人では「収支ト

ントン」が７割近くを占め，「余裕」

派が２割で「赤字」は少なくなって

18

表―19　ところで，卒直なところ, お宅のこの１年の家計はボーナスも

含めて考えると，余裕がありましたか。それとも，収入と支出が同じぐ

らいでしたか。または，赤字になりそうですか。

表―20　世帯の働き手と暮らし向き

表－21　暮らし向きと生活の満足感
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表－22　勤め先の企業規模別にみた暮らし向き


